
前回偏差値

今回偏差値
工場立地件数

⑱ 28 位 → ㉚ 11 位

開業率

⑱ 6 位 → ㉙ 13 位

１事業所当たり

製造品出荷額等

⑱ 33 位 → ㉙ 35 位

従業者 1 人当たり

付加価値額

⑱ 27 位 → ㉙ 30 位

県民１人当たり

小売業年間商品販売額

⑱ 46 位 → ㉗ 47 位

57.0

54.8

43.145.2

42.6

全国 奈良県
（　　　）は全国順位

工場立地動向調査

（経済産業省）より作成

工場立地件数

全国 奈良県
（　　　）は全国順位

商業統計調査（経済産業省）

経済センサス活動調査（総務省）

県民１人当たり小売業年間商品販売額

400

600

1,000

800

1,400

1,200
1,054

898

772

915

（千円）

H27H25H23H18
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959

1,142

（46位） （47位）

（年） （年度）

全国 奈良県
（　　　）は全国順位

雇用保険事業年報

（厚生労働省）より算出

（%）
開業率（注）
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4.0

6.0

5.0

7.0

5.3
5.4

4.5

4.6

4.8 4.8 4.8
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5.0
4.9

4.8

5.2
5.6

5.6
（6位）

（13位）

（年）

全国 奈良県
（　　　）は全国順位

工業統計調査（経済産業省）

経済センサス活動調査（総務省）

（万円）
従業者１人当たり付加価値額（注）
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1,0581,0421,035 1,044
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1,308
1,276

1,211

1,038

1,1831,2251,190

1,345

1,148
1,246

1,093

1,2181,2471,3071,284

（27位）
（30位）

（年）

全国 奈良県
（　　　）は全国順位

工業統計調査（経済産業省）

経済センサス活動調査（総務省）

（百万円）
１事業所当たり製造品出荷額等
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1,500

1,200

1,800

H29H28H27H26H25H24H23H22H21H20H19H18

1,218
1,3041,276

1,125
1,288

1,222
1,335

1,6951,404
1,5081,439

1,112

1,579

843 818
946907 965 915

832 845
721 774

913 （35位）
（33位）

従業者１人当たり付加価値額は、平成２１年に減少した後、増

加したものの、全国水準まで回復していない状況です。

（注）付加価値額…生産活動によって新たに生み出された価値

　　　　　　　　（製造品出荷額等-原材料費等）

（年）
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（件）
全国

（28位）
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38
（11位）

1,811
1,813

1,642

888 803 874
1,245

1,888

2,477

1,087
1,046 1,143

1,042

Ⅰ 栄える「都」をつくる
～奈良県経済の好循環を促し、

働きやすく、就業しやすい奈良県にする～

1. 地域経済活性化

Ⅰ

企業誘致・新たな産業用地の確保に向けた取組により、平成

３０年の工場立地件数は全国１１位となりました。

１事業所当たり製造品出荷額等は、平成２４年以降増加傾向

にあるものの、全国平均よりも低くなっています。

平成２７年の県民１人当たり小売業年間商品販売額は、平成

２５年と比べて約１４万円増加しましたが、全国平均よりも低

くなっています。
平成２９年度の開業率は、平成１８年度以降最も高い５．６％と、

全国平均と同じとなりました。

（注）開業率…対前年度比に対する新たに設立された事業所の割合
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目指す姿

もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

0

10

20

30

40

0

50

100

150

R1~R4H30H29H28H27

25

32 34
38

（件） （件）

（年）

（目標）

工場立地動向調査（経済産業省）より作成

工場立地件数

25 57 91 129 120

累計 新規

・

・

・

・

・

・

・

地
域
経
済
活
性
化

工場立地に勢いが出てきています。

過去１２年の工場立地件数３３３件

（H３０年　全国１１位　近畿２位）

工場進出の勢いが未だ続いている

一方、県内の工場用地が不足してき

ています。

工業ゾーン創出には、｢まとまった

用地の確保｣が必要です。

兵庫県

奈良県

京都府

大阪府

滋賀県

和歌山県

テクノパーク・なら工業団地

(1) 工場誘致
(2) 工業ゾーンの創出

この勢いを止めないで誘致の努力を続けます。

市町村と共同で工業ゾーン創出プロジェクトに取り組むとともに、新たな産業用地の創出に努めていきます。

京奈和自動車道や西名阪自動車道の周辺等、企業立地の潜在力が高い候補地の産業用地創出の実現可能性を調査します。

新たな産業用地の確保に

向けたプロジェクトの推進

成長分野に重点を置いた戦略

的企業誘致活動の推進

本社機能、研究拠点、情報通信業、

海外事業者、多様な宿泊施設等の

誘致の促進

企業立地促進補助金等

優遇制度の充実

京奈和自動車道及び西名阪自動車道周辺における産業集積地の創出

トップセミナーの実施・展示会・企業訪問等によるＰＲ、積極的な海外企業誘致活動の推進

企業ニーズや業界動向、地域特性を捉えた効果的な誘致活動の展開、優遇制度の活用促進

補助金制度等の活用・充実による企業誘致の強化

そのとおり！トップセミ

ナー等積極的な誘致活動

を行い、この勢いを止めな

いように努力していきま

す。また、市町村と連携して

工業ゾーンを創出します。

奈良県の工場立地件数は、

最近どんどん勢いを増し

て、全国や近畿内でも上位

となっているんだね！

令和元年から令和４年の４年間で１２０件の工場を新たに誘致します。

57件

38件

27件

23件

15件

13件

：

：

：

：

：

：

平成３０年の近畿の立地件数
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目指す姿

もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

H28H27H26H25H24H23H22H21H20H19H18

4,332

4,068

2,692

4,295

4,038

2,721

これまで奈良県民1人当たりGDPは、全国・近畿の6割台の水準

製造品出荷額等は平成24年に1兆7,576億円まで落ち

込みましたが平成29年には、2兆917億円に回復(工場立

地後3~5年後には生産開始で寄与)

独自技術を持ち技術力、競争力の高いニッチトップのモ

ジュール製造企業や装置製造企業等の集積を図ります。

県内産業のクラスター性を高めるとともに、新しい産業集

積形成を目指します。（製造業と農業、観光産業が連携し

た新産業の育成）

・

・

県民経済計算（奈良県）　国民経済計算（内閣府）

人口推計（総務省）

県民1人当たり県内総生産
（名目 全国・近畿との比較）

1事業所当たり主要産業の製造品出荷額等

H18

H29

増減

機械・金属  

1,720

1,721

+1（0.1%）

食品      

851

1,183

+332(39.0%)

プラスチック

449

592

+143(31.8%)

製薬　　

709

1,505

+796(+112.3%)

繊維　　

205

251

+46(22.4%)

木材･木製品

168

318

+150(89.3%)

250

270

290

310

330

350

15,000
16,000
17,000
18,000
19,000
20,000
21,000
22,000
23,000
24,000
25,000

H29 R1→R5H28H27H26H25H24

289 292

305
313

302

17,576
18,482 18,969 18,451 18,193

20,917

（38位）
（35位） （36位）

（37位） （37位）

（36位）

H28
対全国 62.1%
対近畿 66.2%

（単位：百万円）

319

４年間で
10%以上増

目標

（目標）

工業統計調査（経済産業省）

経済センサス活動調査（総務省）

製造品出荷額等

全国 奈良県（　）は全国順位

（億円）
奈良県

（兆円）
全国

（年）

（千円）

（年度）

近畿全国

奈良県 （）は全国順位

Ⅰ

(3) 奈良県版クラスター型産業集積の形成

主要産業の出荷額を大きく伸ばし、製造品出荷額等を4年間で10%以上増を目標

にします。

そうですね。これからは産

業を活性化するため、新し

い産業も集積させて、企業

同士のつながりを生むよう

な工夫をします。

製造品出荷額等は回復し

てきているけど、全国順位

は伸び悩んでいるね。

経済産業振興大綱の推進 経済産業振興大綱の策定・大綱に基づくクラスター型産業集積の推進

本県は、過去50年間大阪のベッドタウンとして発展

(県外就業率全国2位)

男女とも就業率が低い

(女性全国最下位、男性下から3位)

・

・ 
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目指す姿

もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

（目標）

雇用保険事業年報（厚生労働省）

開業率

（年度）
2.0

3.0

4.0

5.0

7.0

6.0

8.0

R6H29H28H27H26

4.8

4.9

4.7

5.2

5.5

5.6

5.6

5.6

（%）

（18位） （17位）

（16位） （13位）

目標

全国10位以内

全国 奈良県（　）は全国順位

・

・

・

地
域
経
済
活
性
化

(4) 起業支援

奈良県の開業率のランクは決して低くはありません。

全国と比べて起業割合が高い産業

 医療・福祉、教育・学習支援業、生活関連サービス業、娯楽業

「スタートアップ研究会」を立ち上げ、調査分析、施策提案をし、県内外関係者の起業につなげます。

起業に要する費用の補助を行います。

制度融資による支援、起業マインドの掘り起こしを行います。

「小売業」、「飲食業」、「宿泊業」の起業を増やし、令和6年度までに開業率を10位

以内にします。

そうです！開業率をアップ

させるため、県は、市町村、

金融機関、経済団体等と連

携をとって起業支援を続け

ていきます！

奈良県の開業率は、全国的

に見て決して低くないんだ

ね。

新たな企業・事業所の創出

研究会の成果を活かした起業支援の展開スタートアップ研究会の開催

起業支援金の補助 起業に要する費用の補助（東京都区部からの移住者については移住支援金を上乗せ）

インキュベータの運営

創業系融資 制度融資による金融支援の継続

インバウンド訪問客の多い本県

では、買い物、宿泊、飲食の観光

消費を伸ばす必要があります。全国と比べて起業割合が低い産業

 小売業、宿泊業、飲食サービス業
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目指す姿

もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

0

10

20

40

50

R5H30H29H28

（件）

（年度）

（目標）

産業振興総合センター調べ

中期研究開発方針に基づく共同研究件数
（H28～累計）

6 12 18

30

42

Ⅰ

・

・

・

・

・

(5) 県産業振興総合センターによる県内産業への研究支援強化

広い研究分野に対応するために、研究テーマが広範にわたったことから、研究テーマあたりの研究員数も少なくなり、比較的

大きな研究成果が得られにくい環境での研究開発推進となりました。

県内企業における研究者の育成も同時に進めていく必要があることがわかりました。

県産業振興総合センター第一期中期研究開発方針(H28-R3.3)による研究支援

＜研究成果事例＞

県産業振興
総合センター

県内企業

靴下のみ

で屋外を

走れる靴

下

共同研究

オルニチン（肝

臓の働きを促

進）含有量の高

い清酒

病院・高齢者施

設等で使用する

健康維持トレー

ニング機器

研究開発補助による県内産業の基盤強化と新規産業を創出します。

県産業振興総合センター「第二期中期研究開発方針」(R3.4-R6.3)では、研究テーマの選択と集中を図り、大学や県内企業

の研究者と積極的に交流・連携するオープンイノベーション型研究開発を進めます。

県立6研究センターの活用と研究分野統合本部による共同研究を実施していきます。

令和5年度までに中期研究開発方針に基づく企業との共同研究件数（H28～累計）

を42件にします。

県では、産業創出につなが

る研究開発を総合的に

バックアップしていく取組

を進めていきます。

県内企業のものづくりを支

援していくためには、製品

化につながる研究開発をど

のように進めるかが重要だ

ね。

研究開発への補助支援

企業との共同研究推進

第二期中期研究開発方針

の策定

研究開発のための

県制度融資による金融支援

補助制度立案・募集 補助金による研究開発支援

共同研究の実施

研究方針策定準備 第二期中期研究開発方針に基づく研究開発の実施

制度融資による金融支援

●

策定

＋
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目指す姿

もっと良くするために

これまでは

主な取組

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度
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200

150

250

R2H29 H30H28H27H26

42

（件）

（年度）

（目標）

産業振興総合センター・マーケティング課調べ

企業等の販路拡大支援件数
（産業・雇用振興部、農林部）

42
52

71
87

158

220

・

・

・

地
域
経
済
活
性
化

(6) 県産品の海外販路、国内販路の拡大

展示会出展、商業施設での販売支援、知事トップセールス等による首都圏等国内への販路拡大に取り組みます。

農林産物を含む県産品のヨーロッパ・アジア市場等への海外販路拡大を積極的に展開します。

ジェトロ奈良貿易情報センターと一層の連携を深め､海外展開支援体制を強化します。

令和２年度までに企業等の販路拡大支援件数を年間２２０件にします。

そのとおり！これからも国

内や海外を問わず販路拡

大の意欲が高い企業・事業

者をどんどん応援していき

ます。

販路拡大の支援件数は増

えているね。

海外への販路拡大支援

首都圏等への販路拡大支援 展示会出展、商業施設での販売支援、知事トップセールス等の実施

農林産物を含む県産品のヨーロッパ・アジア市場等への海外販路拡大プロモーションの展開

ジェトロ奈良貿易情報

センターとの一層の連携 海外展開支援体制の強化

海外への販路拡大

・

・

ジェトロ奈良貿易情報センターと一層の連携を深め、海外展開支援体制を強化します。

農林産物を含む県産品のヨーロッパ・アジア市場等への海外販路拡大を積極的に展開します。

首都圏等への販路拡大

・展示会出展、商業施設での販売支援、知事トップセールス等による首都圏等国内への販路拡大に取り組みます。
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目指す姿

もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

0

10,000

20,000

30,000

50,000

40,000

60,000

R6H28H26H24H19

22,775

49,366

19,674

42,791

20,410

41,214

23,208

50,157

（千円）

（年度）
（目標）

商業統計調査（経済産業省）
経済センサス活動調査（総務省）

従業者１人当たり年間商品販売額

（46位）

（47位）

（47位） （47位）

目標
全国40位以内

Ⅰ

(7) 商業振興・商店街活性化

商業振興、商店街活性化の努力を重ねてきましたが、県内の商業の力はまだまだです。

「ＮＡＲＡ　ＴＥＩＢＡＮ」

（松屋銀座）の開設

御所市新地商店街「２日間のオープンシャッター」

官民協働の店設営

・

・

・

製造業者等が顧客の視点での商品開発と売場づくりを行うための支援をします。

店舗運営者に対しての支援や店舗を展開する人材の創出を図ります。

商店街の空き店舗を活用した商店街活性化の取組などを支援します。

令和６年度までに従業者１人当たり年間商品販売額を全国４０位以内にします。

県では空き店舗の活用や

製造業の自社ブランド創出

等の取組を支援していきま

す。

商業の活性化が期待され

るね。

駅前商店街空き店舗活用

「奈良ブランド」開発支援

SPA店舗運営支援

マーチャンダイジング

勉強会等の開催

空き店舗を活用し、チャレンジショップやイベント等を実施

自社ブランド化のための商品開発・販路開拓を支援

企画から製造・小売までを一貫して行うSPA店舗への転換を支援

店舗運営者等向けの勉強会、個別面談

全国 奈良県（　）は全国順位
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目指す姿

もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

全国平均50（注）就業率…就職者数/15歳以上人口

（目標）
県民経済計算（奈良県）

国民経済計算（内閣府）

県内総生産（名目）

3.2

3.4

3.6

4.0

3.8

4.2

R6H28H27H26H25

3.55
（38位） （38位） （38位）

（39位）

507

3.57

518

3.58

533

3.65

537

（兆円）
奈良県

（兆円）
全国

450

470

490

530

510

550

（年度）

3.90

①

②

③

地
域
経
済
活
性
化

(8) 奈良県経済産業振興大綱の策定

投資生産、販売消費、雇用が県内で好(高)循環することを目指し、奈良県経済産業振興大綱とその具体的施策をまとめたアク

ションプランを令和2年度に策定し、経済産業政策を体系的に推進します。

客観データにより、県内経済産業の動向と構造の把握に努め、見える化を行います。

有識者を中心とした勉強会を設け、域内経済状況の把握と具体的施策の抽出に努めます。

経済産業政策の目標と施策内容を具体的に示します。

令和６年度までに県内総生産（名目）を３兆9,000億円にします。

奈良県経済が良くなるよう

に、現在の奈良県産業の見

える化を行って計画を立て

ていきます。
どうやって奈良県の経済を

良くしていくの？

経済産業振興大綱の策定・大綱に基づく施策の推進経済産業振興大綱の推進

しかし、最近経済の先行指標の中で、投資(工場立地)、雇用(有効

求人倍率)、生産(域内経済成長率)に高い動きが見られます。

奈良県経済の活動水準は、決して高いものでは

ありませんでした。

奈良県経済の偏差値

H28年実質経済成長率は、全国平均を大きく上回るプラス成長と

なり、前年度全国40位が9位になりました。建設業(民間建築工事

等)、製造業(食料品、化学等)などの伸びが成長に寄与しました。

奈良県

全国平均

順位

H27

-0.2

+1.4

40位

H28

+2.8

+0.6

9位

県内総生産（名目）

⑱ 3 兆 7,852 億円

経済成長率（実質）

⑲ 0.9%

県内消費率

㉑ 84.1%

雇用（就業率（注））

⑰ 51.9%

販売（県民 1 人当たり

年間商品販売額）

② 882 千円

投資

（総固定資本形成額）

⑱ 5,219 億円

45.2

30.7

20.0

46.7

33.0

43.8

全国 奈良県（　）は全国順位
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前回偏差値

今回偏差値

就業地別有効求人倍率

（季節調整値・加重平均）

⑱ 29 位 → ㉚ 26 位

女性の就業率

（２０～６４歳）

⑰ 47 位 → ㉗ 47 位

外国人労働者数の対前年比率

㉒ 6 位 → ① 1 位

男性長時間労働者の割合※

（常勤雇用者、週 60 時間以上）

⑲ 39 位 → ㉙ 34 位

労働力率

⑰ 47 位 → ㉗ 47 位
49.5

23.8 26.4

42.8

82.2

（年）

全国 奈良県

（　　　）は全国順位 奈良労働局調べ

（倍）

就業地別有効求人倍率（注）

（季節調整値・加重平均）

0.00

0.50

1.50

1.00

2.00

H29 H30H28H27H26H25H24H23H22H21H20H19H18

1.06

0.94
（29位）

（年）

全国 奈良県

（　　　）は全国順位 国勢調査（総務省）

（％）
労働力率（注）

50.0

60.0

55.0

65.0

H27H22H17

61.5

56.4

61.2

56.0

60.0

54.5（47位）

（47位）

（年）

全国 奈良県

（　　　）は全国順位 国勢調査（総務省）

（％）

女性の就業率
（２０～６４歳）

50.0

55.0

65.0

70.0

60.0

75.0

H27H22H17

61.5

53.0

64.4

56.5

69.2

62.8

（47位）

（47位）

（年）

全国 奈良県

（　　　）は全国順位 就業構造基本調査（総務省）

（％）

男性長時間労働者の割合※
（常勤雇用者、週６０時間以上）

5.0

10.0

20.0

15.0

25.0

H29H24H19

16.5

18.2

17.5

15.8

13.3

13.6

（39 位）

（34 位）

（年）

全国 奈良県

（　　　）は全国順位 外国人雇用状況（厚生労働省）

（倍）
外国人労働者数の対前年比率

0.60

0.80

1.10

1.40

1.20

1.60

H30 R1H29H28H27H26H25H24H23H22

1.28

1.15

（6位）

1.35

1.13

（1 位）

（注）就業地別有効求人倍率…求人票に記載されている実際の就業地別の求人数を用いた有効求人倍率

1.61

1.67
（26位）

Ⅰ 栄える「都」をつくる
～奈良県経済の好循環を促し、

働きやすく、就業しやすい奈良県にする～

2. 働き方改革の推進と就業支援

Ⅰ

平成２７年の女性の就業率（２０～６４歳）は、６２．８％で依然と

して全国最下位ですが、平成２２年から平成２７年の５年間の伸

びは６．３ポイントと全国１位で、全国との差は縮まっています。

就業地別有効求人倍率（季節調整値・加重平均）は、平成２６
年からは全国と同様に１倍を超え、年々上昇し、平成３０年は
１．６７倍となり、全国値を０．０６ポイント上回りました。

令和元年の外国人労働者数の対前年比率は１．３５倍で全国

１位の伸び率となりました。

平成２９年の男性長時間労働者の割合（常勤雇用者、週６０時

間以上）は、平成１９年と比べて４．６ポイント低下し、全国平均

とほぼ同水準になりました。

（注）労働力率…15歳以上人口のうち、働いている人と完全失業者の人数を15歳以上人口で割った値

平成27年の労働力率は全国最下位で、全国と比べると５．５
ポイント低く、平成１７年から全国との差は徐々に大きくなっ
ています。

※は数値が低い方が良くなる指標です。
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目指す姿

もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

0

50

100

150

250

200

300

R2~6R1H29 H30H27 H28H26

84

123
141

178 190
195

250

（事業所）

（年度）

（目標）

雇用政策課調べ

「奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業」登録数

8

41
18

39
16 5

55

新規 累計

・

・

・

・

潜在的な労働力の掘り起こしを行います。

県内企業がより働きやすい企業になればより良い人材が集まり、企業が成長すると信じ、働き方

改革、職場環境改善、職業能力開発を続けます。

奈良県経済の元手は人材です。職場での働き方を良くし、職場環境を働きやすくし、人材育成に

努めることで奈良県経済は活性化すると信じ、取組を進めてきました。

働
き
方
改
革
の
推
進
と
就
業
支
援

(9) 奈良県版働き方改革、職場環境改善、職業能力開発

隣接する大阪府との賃金格差はまだあるものの、奈良県の労働時間は減少傾向、賃金は増加傾向にあります。

業種や職種ごとの特性に応じた働き方改革を実現するため、セクター別の働き方改革の意見交換会や研究会を開催してきま

した。

国の育児休業給付金に上乗せして、賃金等を支給した事業所に県が補助してきました。

高等技術専門校で職業訓練・就労支援を実施してきました。

・

・

男性の15歳以上就業率は全国45位、女性は47位(最下位)の状況が続いており、潜在的労働力が家庭に存在しています。

男女とも全年齢層において就業率は、全国平均を下回っています。

令和６年度までに奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業（注）登録数を250事業所にします。

（注） 奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業… 仕事と家庭の両立や多様な働き方等ができる職場環境づくりに取り組み、一定の要件を
県が満たしたと判断した企業

そのとおり！今後も県内事

業所の働きやすい職場づく

りと働き方改革の取組を支

援していきます。

働きやすい職場づくりに取

り組む事業所数は、毎年着

実に増えているんだね!!

社員・シャイン職場づくり

の推進

県内事業所における働き方

改革の取組支援

働き方改革の取組や課題等を

ふまえた施策の展開

育児休業の取得促進

奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業の登録・表彰、登録に向けたセミナーの実施

社会保険労務士等の専門家派遣によるコンサルティングの実施、
社内人材育成のための業種別ワークショップ開催

県民の就業率向上に向けた求職者や企業等へのアンケート調査
（令和元年度実施）の分析結果をふまえた効果的な施策の展開 

育児休業期間中の従業員に対し雇用保険の育児休業給付金に
上乗せして賃金等を支給する県内事業者に対し補助

・ 事業所の働き方改革を支援 ・ 社員・シャイン職場づくり  ・ 育児休業の取得促進

・ 制度融資による支援  ・ セクター別働き方改革勉強会を継続　　　
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目指す姿

もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

60.0

70.0

80.0

100.0

90.0

R6H30H29H28H27

91.3
94.1

90.1
96.3

100.0

81.9 82.9
85.1 84.7

（%）

（年度）

全国：定例業務統計報告調べ（厚生労働省)
奈良県：雇用政策課調べ

職業訓練修了者の就職率

（目標）

全国 奈良県

Ⅰ

県庁版ハローワークの運営強化、職業訓練における個別就労支援体制の強化により、新卒者・

離職者の県内就業の増加を図ります。

(10) 県内就業支援・離職者再就職支援

本県は県内就業率が低く、離職率も高い県でした。

県内就業支援・再就職支援の努力を重ねてきました。

①首都圏で奈良で働く魅力発信   ②県庁版ハローワーク等で離職者の再就職支援

③高等技術専門校できめ細やかな職業訓練を実施 ④奨学金返還を支援

大学生への就業準備支援、既卒未就業者、若年無業者、矯正施設出所者への就業支援を行い

ます。

①高校生への有給インターンシップ、未就業者への就労相談の実施

②若年無業者への職業訓練、臨床心理士の相談

③保護観察対象者を県が直接雇用・資格の取得支援

令和６年度までに職業訓練修了者の就職率を１００％にします。

再就職を考える離職者等の

県内企業への再就職支援

離職者の特性に応じた

個別の支援

高校生と県内企業との

接点強化

高等技術専門校における

支援体制の強化

県庁版ハローワーク、県内就労あっせん・起業支援センターにおける求職者への
マッチング支援

若年無業者、高齢者、矯正施設出所者等、離職者の特性に応じた個別支援の
実施

高校生就職支援会議及び県内企業見学の実施

就業支援員等を配置し、就職支援・起業支援・職場定着支援を実施

希望する仕事に就くことが

できたら、長くその仕事を

続けることができますから

ね。個別支援をしてもらえ

ると心強いです！

職業訓練を受講した人の

就 職 率は高くなっている

ね。職業訓練校では一人ひ

とりに合った就職支援を

行っているよ。
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目指す姿

もっと良くするために

これまでは

主な取組

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

1.00

1.50

2.50

2.00

3.00

R2H29 H30 R1H28H26 H27

2.67
（2位）

（%）

（年）

障害者の雇用状況
（奈良労働局）

障害者雇用率

1.82

2.22
（5位）

1.88

2.40
（3位）

1.92

2.60
（1位）

1.97

2.62
（1位）

2.05 2.11

2.79
（1位） 目標

全国１位

働
き
方
改
革
の
推
進
と
就
業
支
援

(11) 障害者雇用対策の推進

障害者雇用率は、全国トップクラスを続けています。

県内雇用者の皆さまのおかげです。

障害者政策推進トップフォーラム

・引き続き、障害者雇用率の全国トップクラスを目指し、「障害者はたらく応援団なら」の運営や「障害者政策推進トップフォー

ラム」の開催により、働くことを希望するすべての障害のある人が、能力を発揮できる仕事に就き、働き続けることができる奈

良県づくりに取り組みます。

・奈良県就労連携コーディネーターと障害者就業・生活支援センター、特別支援学校、企業等との連携により、雇用の場の確

保、職場定着の取組を強化します。

令和２年以降も障害者雇用率を全国第１位にします。

そうですね！奈良県では、官民
が一体となった「障害者はたら
く応援団なら」の取組として、
職場実習等への支援を行って
います。これからも、障害のあ
る人の働く場を増やせるよう取
り組んでいきます。

奈良県の障害者雇用率は、

最近順調に伸びてきて、全

国トップクラスを維持して

いるね。

「障害者はたらく応援団なら」

の運営による雇用の促進

就労連携コーディネーター

の活動による雇用対策

精神障害・発達障害のある

人の雇用促進

障害者政策推進トップフォーラム・意見交換会・セミナー等の開催

企業訪問による職場開拓・職場実習のコーディネート・新規就労者のフォローアップ

精神保健福祉士による企業相談、企業内の人材育成による定着促進

障害者が就労により自立した生活を送ることを目指します

平成３０年全国２位、

令和元年

再び全国１位

全国 奈良県（　）は全国順位
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目指す姿

もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

300

800

1,300

1,800

45

40

35

30

25

R6H30 R1H28 H29H27

37 37 37 37

（カ所） （順位）

（年）

（目標）

外国人雇用状況（厚生労働省）

外国人を雇用する事業所数

奈良県の事業所数 全国順位

目標
全国30位以内

665 737
827 897 1,102

36

Ⅰ

・

・

・

県内で外国人労働者が円滑に就労し、良好な生活環境で定着できる仕組みを構築します。

(12) 外国人労働者県内定着対策

県内の外国人労働者数は、5,563人（全国約166万人の0.3%（R1.10末））。その受入にあたっての考え方は明確ではありません

でした。

奈良県での有効求人倍率が高いセクターもあり、令和元年10月では、建築・建設関係職種6.49倍（全国5.90倍）、飲食物調理の

職業6.21倍（全国3.79倍）、介護関係職種6.04倍（全国4.60倍）、外国人労働者の円滑な県内受入と良好な生活環境の創出維

持が必要です。

留学生等の県内就業円滑化を支援

奈良県で不足している介護職員の定着を支援

多文化共生・国際化の推進

令和６年度までに外国人を雇用する事業所数の全国順位３０位を目指します。

人手不足や海外展開等で

今後ますます外国人材の

需要は高まってきます。

外国人の県内就職を進め

ていきます。

県内で外国人を雇用する

事業所も増えてきているん

だね！

高度外国人材の県内就職

促進

特定技能在留資格外国人

の県内就労促進

外国人介護人材の確保

多文化共生・

国際化の推進

留学生を対象とした県内企業合同企業説明会、留学生の採用を検討する

県内企業を対象としたセミナーの実施

関係課で構成する庁内連絡会議での就労促進と共生に向けた施策展開

外国人介護人材を受け入れる介護施設等に対するセミナーの開催

多文化共生・国際化の講座・研修会等の開催、外国人総合相談窓口の設置
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働
き
方
改
革
の
推
進
と
就
業
支
援

働き方改革セミナー（橿原市）

高等技術専門校における職業訓練

業界研究会（奈良市）
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